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国
か
ら
地
方
へ
の
税
源
移
譲
に
伴

う
税
制
改
正
に
よ
り
、
平
成　

年
度

１９

の
市
県
民
税
の
税
負
担
が
増
え
、
そ

の
反
面
、
平
成　

年
分
の
所
得
税
の

１９

税
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
こ
と
で
、「
所

得
税
＋
市
県
民
税
」
の
税
負
担
は
変

わ
ら
な
い
仕
組
み
に
な
っ
て
い
ま

す
。

　

し
か
し
、
平
成　

年
中
の
所
得
が

１９

大
き
く
減
少
し
、
所
得
税
が
か
か
ら

な
く
な
っ
て
し
ま
っ
た
場
合
、
所
得

税
率
の
変
更
に
伴
う
税
負
担
の
軽
減

平
成

年
に

平
成　

年
に

１９１９

所
得
が
減

所
得
が
減 
っっ 
て
所
得
税
が

て
所
得
税
が

か
か
ら
な
く
な

　
　

か
か
ら
な
く
な 
っっ 
た
人
へ

た
人 
へ

の
影
響
を
受
け
ず
、
市
県
民
税
の
税

率
変
更
に
よ
る
税
負
担
の
増
加
の
影

響
の
み
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
こ
の
よ
う
な
平
成　

年
中
と　

１８

１９

年
中
の
所
得
の
変
動
に
よ
る
税
負
担

増
を
調
整
す
る
た
め
、
平
成　

年
度

１９

の
市
県
民
税
額
を
税
源
移
譲
前
の
市

県
民
税
額
ま
で
減
額
す
る
経
過
措
置

が
設
け
ら
れ
ま
し
た
。

● 
対
象
と
な
る
人

　

下
の
図
の
と
お
り
で
す
。

　

税
源
移
譲
に
よ
り
、
所
得
税
率
の
変
更
に
よ
る
税
負
担
の
軽
減
の

影
響
を
受
け
ず
、
市
県
民
税
率
の
変
更
に
よ
る
税
負
担
の
増
加
の
影

響
の
み
を
受
け
る
人
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
納
付
済
み
の
平
成　

年
１９

度
分
の
市
県
民
税
か
ら
税
源
移
譲
に
よ
り
増
額
と
な
っ
た
市
県
民
税

相
当
額
を
申
告
に
よ
り
還
付
し
ま
す
。

平
成　

年
と
平
成　

年
の

１８

１９

所
得
変
動
に
か
か
る
経
過
措
置

平成１９年度市県民税の課税所得金額（※１）

（分離課税分を除く）

「平成１９年度市県民税の人的控除額」
と「平成１８年分の所得税の人的控除
額」の差のそれぞれの合計額（※２）

※１　課税所得金額とは、所得金額から所得控除額を差し引いた金額です。

※２　『人的控除額の差の合計額』とは、所得税と市県民税で額の異なる所得控除のうち、「基礎控除」、

「配偶者控除」、「配偶者特別控除」、「扶養控除」、「障害者控除」、「寡婦（夫）控除」、「勤労学生

控除」のそれぞれの差の合計額です。例えば、「基礎控除」および「配偶者控除」はどちらも所得

税控除額３８万円、市県民税の控除額３３万円であり、それぞれの差額は５万円となりますので、『人

的控除額の差の合計額』は１０万円となります。

＞

平成２０年度市県民税の課税所得金額（※１） 
（分離課税分を除く）

「平成２０年度市県民税の人的控除額」
と「平成１９年分の所得税の人的控除
額」の差のそれぞれ合計額（※２）≦

�

�

�と�の両方に該当する人が対象となります。
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● 
計
算
方
法

　

平
成　

年
度
の
合
計
課
税
所
得
金

１９

額
に
つ
い
て
、
税
源
移
譲
後
の
税
率

を
適
用
し
、
調
整
控
除
を
行
っ
た
後

の
税
額
か
ら
税
源
移
譲
前
の
税
率
を

適
用
し
た
税
額
を
差
し
引
い
た
額
を

減
額
し
ま
す
。
す
で
に
納
付
済
み
の

場
合
は
還
付
し
ま
す
。

※
合
計
課
税
所
得
金
額
と
は
、
所
得

控
除
後
の
課
税
総
所
得
金
額
、
課

税
退
職
所
得
金
額
お
よ
び
課
税
山

林
所
得
金
額
の
合
計
額
。

● 
手
続
き

〈
申
告
書
の
提
出
期
間
〉

　

７
月
１
日
�
か
ら　

日
�
ま
で

３１

〈
提
出
先
〉

　

「
減
額
申
告
書
」を
税
務
課
へ
提
出

し
て
く
だ
さ
い
（
提
出
先
は
平
成　
１９

年
１
月
１
日
現
在
で
お
住
ま
い
の
市

町
村
）。

　

な
お
、
平
成　

年
度
と　

年
度
の

１９

２０

課
税
状
況
を
確
認
の
上
、
市
県
民
税

�
�

�
�
�
�
�

当
初
賦
課
の
時
点
で
対
象
に
な
る
人

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

に
は
、
６
月
中
に
申
告
用
紙
を
お
送

�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

り
し
ま
す
。
減
額
対
象
に
な
る
と
思

�
�

�
�
�
�
�

わ
れ
る
人
で
、
申
告
用
紙
が
届
か
な

い
場
合
は
、
税
務
課
へ
お
問
い
合
わ

せ
く
だ
さ
い
。

　

た
だ
し
、
平
成　

年
中
の
収
入
が

１９

な
い
人
で
、
市
県
民
税
の
申
告
を
し

て
い
な
い
人
は
、「
収
入
な
し
」
の
申

告
を
し
て
い
た
だ
く
よ
う
に
な
り
ま

す
。

※
平
成　

年
中
に
亡
く
な
っ
た
人
や

１９

海
外
へ
転
出
し
平
成　

年
１
月
１

２０

日
現
在
国
内
に
居
住
し
て
い
な
い

人
、
寄
付
金
控
除
額
な
ど
の
人
的

控
除
以
外
の
控
除
額
が
増
加
し
た

り
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
な
ど
に
よ

っ
て
所
得
税
が
課
税
さ
れ
な
く
な

っ
た
人
に
は
、
こ
の
経
過
措
置
は

適
用
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く

だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ　

税
務
課
市
民
税
係

（
�
�
０
２
１
４
）

　地方税法の改正により市県民税の内容が一部改

正になっています。「平成２０年度市県民税納税（税

額）通知書」がお手元に届きましたら、内容をよ

くご確認ください。なお、特別徴収（給料引き）

の人は勤務先を経由して通知します。

■次の点が改正になっています。
　該当の人はご確認ください。

１．地震保険料控除の創設

２．税源移譲に伴う住宅ローン控除（住宅借入金

等特別控除）に係る調整措置

３．老年者非課税措置の廃止（下表のとおり）

　軽自動車税（市税）・自動車税（県税）は、毎年

４月１日現在の登録（届出）に基づいて課税され

ます。

　２０年度分の納期期限は６月２日�です。最寄り

の金融機関などで納めてください。

　なお、軽自動車税・自動車税の領収書について

いる納税通知書は車検を受けるときに必要ですの

で、大切に保管してください。

■問い合わせ

　［軽自動車税］ 税務課市民税係（� � ０２１４）

　［自 動 車 税］ 岡山県備中県民局税務部

　　　　　　　 （� ０８６-４２５-２１１１）

軽自動車税・自動車税は、 

６月 ２ 日 （ 月 ）
までに納めましょう 

納税通知書を
ご 確認ください

所得割
均等割

区分
計県民税市民税

所得割額の
１／３課税

１４００円４００円１０００円
平　成
１８年度

所得割額の
２／３課税

２９００円９００円２０００円
平　成
１９年度

全額課税４５００円１５００円３０００円
平　成
２０年度

※平成１９年中の年金等の収入が例年と変わらなくても、負

担は増えることとなります。


